
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

2年

有

資格・検定名 種 受験者数 合格者数

足場の組立て等の業
務に係る特別教育

③ 6人 6人

人 一般社団法人日本イベント産業振興協会　イベント検定 ③ 6人 5人
人 文部科学省後援　色彩検定3級 ③ 6人 5人

％
■卒業者に占める就職者の割合

％

（平成 30

就職等の
状況※２

■就職率　　　　　 　　　： 100

令和元年5月1日 時点の情報）

■就職指導内容
就職ガイダンス（年４回）、学内合同企業説明会（年２回）、就
職個別模擬面接、就職支援サイト活用講座、女子学生向けリ
クルートメイクアップセミナー、就職個別相談等
■卒業者数　　　　　　　： 6
■就職希望者数　　　　： 5

■主な就職先、業界等（平成３０年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等
建設業界・イベント設営業界 （平成３０年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

： 83.3
■その他
・進学者総数 ：　　1　人
(内訳)
　　大　　　学　  ：　　0　人
　　専 門 学 校 ：　　0　人（内 学内進学　0人）
　　そ　の　他　 ：　　1　人
・関連分野のアルバイト数　：　　0　人
・関連分野以外の就職者数：　　0　人

年度卒業者に関する

■就職者数　　　　　　　： 5 人

長期休み
■学年始：４月１日～４月１０日
■夏　 季：８月１日～８月３１日
■冬　 季：１２月２５日～１月７日

卒業・進級
条件

■進級条件
　○学習態度が良好と認められ、所定の全科目に合格する
　　 こと。
　○履修期間の出席日数が規定の出席率以上であること。
　○納入すべき所定の費用を期日までに完納すること。
　○所定の進級手続きを完了すること。
■卒業条件
　○履修すべき所定の全科目に合格すると共に、所定の卒
　　 業作品を提出し、これに合格すること。
　○履修期間の出席日数が規定の出席率以上であること。
　○学習態度等を勘案し、人格、品性共に社会人としての資
　　 質を有すると認められること。
　○納入すべき所定の費用を期日までに完納すること。

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応 （例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等

学園祭・体育祭実行委員会長期欠席者への指導等の対応
補習授業等（３ヶ月以上は休学）

■サークル活動： 有

学期制度
■前期：４月１日～９月３０日
■後期：１０月１日～３月３１日 成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
　○成績基準は、80点以上をA、70点以上80点未満をB、
　　 60点以上70点未満をC、59点以下をD（不合格）とする。
　○成績評価は、試験・実習・出席学習態度の総合的評価
　　 とする。

３０人 ２３人 ０人 ８人 １４人 ２２人

0時間 180時間
単位時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

昼間
2340時間 567時間 0時間 1773時間

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

学科の目的

エンターテインメント設営科の教育は、修業年限2年の学習期間を本校が有する建築、測量、土木、設備などの専門知識と技術を有効に活用して、人材
の育成を意図する。また、イベント設営の業界では職人的人材に建設分野の専門能力やデザイン能力を有する人材が求められている。こうした背景の
下、エンターテインメント設営科は規模や予算、舞台設営における意匠、電気設備、仮設足場工事等を自ら計画し、仮想空間を現実に置き換えるスペ
シャリストの育成を目的とする。加え2級建築士や2級建築施工管理技士の受験資格を得ることにより幅広い分野と専門技術を活かせる就職先を視野に
いれた「実践的技術者の養成」を教育指導の根本とする。

03-3906-1211
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

（別紙様式４）

令和元年7月1日※１
（前回公表年月日：平成30年7月2日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

中央工学校 昭和51年6月1日 松田　正之
〒114-8543
東京都北区王子本町一丁目26番17号

（電話） 03-3906-1211
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人　中央工学校 昭和39年3月19日 堀口　一秀

（電話）

〒114-8543
東京都北区王子本町一丁目26番17号

工業 工業専門課程 エンターテインメント設営科
平成19年2月22日

文部科学大臣
告示第20号

－



2 名 8.7 ％

中途退学
の現状

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意
し、それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留
年」「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進
学状況等について記載します。

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

■中退防止・中退者支援のための取組
(例）カウンセリング・再入学・転科の実施等

入学前の進路確認、担任面談による指導

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有
※有の場合、制度内容を記入

学校法人中央工学校奨学金による支援体制があり、無利子で100万円を上限としている
■専門実践教育訓練給付：　　　　　給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載

（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

平成30年4月1日時点において、在学者23名（平成30年4月1日入学者を含む）
平成31年3月31日時点において、在学者21名（平成31年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

（例）学校生活への不適合・経済的問題・進路変更等

進路変更、経済的理由

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ

URL：www.chuoko.ac.jp
URL：www.chuoko.ac.jp/architecture-course-design.html

■中途退学者 ■中退率
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平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

礒　健介
（建築室内設計科学外委員）

増子　和治
（建築学科学外委員）

株式会社エナ・デザインコンサルタント　代表
取締役

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

木村　高陽
（建築工学科学外委員）

木村高陽構造設計　代表
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基
本方針
　専門学校の目的は「職業もしくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教育の向上を図る」ことにある。本校は明治42
年の設立以来一貫して工業技術教育を行う専門学校として、技術者の育成を行っているが、広く社会の要請に応じた組
織的な教育を行うためには、企業等との連携は欠かせない。専門課程の教育内容に適した企業との連携により、実践的
な職業教育水準の維持向上に努める。特に教科構成や実習・演習の実施、教員研修について、企業等の意見を反映さ
せるように取り組む。
（２）教育課程編成委員会等の位置付け
　上記基本方針に則り、校長の下に教育課程編成委員会を置き、全学科の教科構成について、実務における重要事項
が該当する学科のカリキュラムに反映されているかを確認する。
　指摘を受けた内容について、各教育系WGにて詳細検討を行い、改善項目を校長に報告する。校長は教育課程編成委
員会委員にその旨を伝達する。
（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

渡辺　敏幸
（土木測量系学外委員）

職業訓練法人全国建設産業教育訓練協会
富士教育訓練センター教務部長

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

加藤　道雄
（土木建設科学外委員）

株式会社シーエスエンジニアズ　取締役
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

後藤　重光
（建築設計科学外委員）

タクトホーム株式会社　生産管理部工事課東
京西埼玉ブロック長 兼 品質開発課課長

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

稲田　剛
（建築設備設計科学外委員）

信和管工株式会社 代表取締役社長
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

中央工学校　教務部長
土田　俊行
（副委員長）

荻原　高志
（造園ﾃﾞｻﾞｲﾝ科学外委員）

押田　勝成
（機械学科学外委員）

實井　喜一
（ﾒｶﾆｶﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ科学外委員）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

五十嵐　一喜
（木造建築科学外委員）

松井建設株式会社　建設本部　社寺建築部長
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

小林　　徹
（土木測量系学外委員）

向江　光平
（建築科学外委員）

株式会社エルグ設計事務所　代表取締役社
長

平成31年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期

江口　満志
（建築系学外委員）

一般社団法人埼玉建築士会　会長

株式会社楽月園 専務

トラストテック株式会社　グループマネージャー

日本メカトロニクス株式会社　代表取締役

ベルダージ設計株式会社　代表取締役

日影良孝建築アトリエ　代表取締役

株式会社濱田建築事務所　代表取締役

三穂電機株式会社　代表取締役

高根　誠樹
（3D-CAD科学外委員）

日影　良孝
（ｲﾝﾃﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ科学外委員）

濱田　卓志
（ｲﾝﾃﾘｱ科学外委員）

吉川　真二
（ｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ設営科学外委員）

松田　正之
（委員長）

中央工学校　校長

磯建築設計事務所　代表取締役

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

公益財団法人日本エクステリア建設業協会
執行役員理事

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

藤田　昭一
（機械・CAD系学外委員）

川口機械工業協同組合　常任理事
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

池上　佳之
（ﾃﾞｻﾞｲﾝ系学外委員）

東京ディスプレイ協同組合　理事
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）



池田　　剛
（ﾃﾞｻﾞｲﾝ系学内委員）

中央工学校　デザイン系主任
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

中央工学校　機械・CAD系主任
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

本校は二期制のため、前・後期の節目となる時期を定めて年2回教育課程編成会議の開催を原則とする。

（開催日時）
第１回　令和元年  7月12日（金）　16：00～17：30（予定）
第２回　令和元年12月　6日（金）　16：00～17：30（予定）

中央工学校　土木測量系主任

中央工学校　建築系主任

宮崎　利久
（学内委員）
岡部　公一

（事務局　統括）

中央工学校　スポーツ系学科長

若泉　　栄
（事務局）

中央工学校　建築系学科長

中央工学校　教務課長

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。
教育課程編成委員会により出された意見は、翌年度の教科構成などに反映をさせる。前年度委員会において意見や改善を要する案件が挙げら
れた。主なものは次の通り。
［指摘事項］
・業界への良いイメージを抱き入学した学生が在学中に各業界の仕事内容を見学や講演会・実務研修の機会が欲しい。

[結果]
・都内近郊企業の施設にて校外学習を行った。
・「業界人による講演会」を年２回（9月・2月）実施した。
・編成委員の紹介を含め実務研修（7社）を実施した。
・国内研修（東北方面）にて「職場見学」として工房・工場見学を実施した。

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

中台　淳一
（建築系学内委員）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

川西　浩
（機械・CAD系学内委員）

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

小島　享
（土木測量系学内委員）



(株)杉孝

校外設営実習

企業からの講師指導のもと、実務作業を体験することで、
卒業制作の計画やデザインを具体的に実現可能な設営
計画とすることを目的とする。

(株)シミズオクト
日本ステージ(株)
(株)エクス・アドメディア

仮設安全管理

企業からの講師指導の下、イベントの仮設設営における
安全用語及び安全に仕事が行われるための基礎知識と
一般常識を学ぶ。

(株)杉孝

舞台造作実習

舞台における小道具を発泡スチロール等で加工製作す
る。また、舞台空間論を講義として取り入れる。

(株)ステージA

基礎製図

イベント設営に必要な図面の描き方、特に仮設足場を用
いた図面表現を企業からの講師指導のもと学習する。

舞台造作実習
舞台設営での特に大道具におけるパネル製作・絵付け及
び組み立て作業を企業からの講師指導の下に学んでい
く。また舞台機構や仕組みなど劇場作業を通し学習する。

(合)kazax
(株)パシフィックアートセンター

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

　実習・演習等は専門学校教育の根幹をなす重要なものである。よって、常に最新の技術を指導する必要があり、そのた
めに学校と企業等が密接に連携した体制を築き、より実践的な職業教育となるように努める。
　連携を行う企業とは、職業教育協定書（教育事業受託契約書）を取り交わし、契約の趣旨に則り実践的な職業教育を行
うものとする。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容

　上記基本方針に則り、次の項目について連携を行う。①カリキュラムの作成 ②講義及び実習の実施 ③講義・実習教材
の作成 ④成績評価及び進級審議等に関する助言 ⑤その他の実習運営上に必要となる事項

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等



３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
　本校の教育職にあるものは、各自が担当する授業の分野に応じ、企業等と連携の上で、高度化、多様化する理論及び
新技術等について研修に努めなければならない。
　校長に承認を得た者は企業等と連係の上で、校外研修（長期研修・短期研修）及び特別研修を行うことができる。また、
夏季特別勤務期間における企業と連携した研修を認めている。
　これらについては、「教員等の研修に関する規定」に定められ、運用されている。
（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等
企業研修　（氏名　連携企業　（研修内容）　期間）
※　企業と連携し、短期・長期校外研修を行い、設計業務・現場管理などの研修を行う。
・斉藤　　亮　　合資会社Ｋａｚaｘ（舞台設営技術修得）　長期研修（年間）

講習会　（氏名　「講習内容」　（主催））
・畑澤　成人　「教育ＩＴソリューション」（リードエグジビジョンジャパン株式会社主催）
・池田　　 剛　「教育ＩＴソリューション」（リードエグジビジョンジャパン株式会社主催）
・斉藤　　 亮　「2018安全シンポジウム」（NPO法人日本舞台技術安全協会）

教員研修における企業連携　（氏名　「研修テーマ」　（連携企業名））
※　通年で行われる教員研修は企業と連携し、業界で求められている内容などを踏まえテーマを決定する。企業等のアド
バイスを頂きながら進め、最終報告書内に所感を求めている。
・飯田　慶太　「CAD製図の教材作成」(M2）
・別府　　 勝　「設計製図教材の作成と考察」（其田建築設計事務所）

②指導力の修得・向上のための研修等
研修会など　（氏名　「研修」　（主催））
・該当者なし

教員研修における企業連携　（氏名　「研修テーマ」　（連携企業名））
・該当者なし

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等
・企業研修　長期研修　1名　通年週1回程度の実施
・現場・施設見学会及び講習会　随時実施、参加

②指導力の修得・向上のための研修等
・教員実践研修（公社　東京都専修学校各種学校協会主催）　年8回程度の実施
・教授力向上研修（専門学校コンソシアムTokyo主催）　2日間程度の実施
・模擬授業（中央工学校　研修委員会）　年1回程度の実施
・教員研修発表（中央工学校　研修委員会）　年1回程度の実施
・その他　指導力の修得・向上のための研修会への参加　随時実施、参加



（９）法令等の遵守

①法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか
②個人情報に関し、その保護の為の対策がとられているか
③自己評価の実施と問題点の改善を行っているか
④自己評価結果を公開しているか

（６）教育環境

①施設・設備は、教育上の必要性に充分対応できるよう整備されてい
るか
②実習施設・インターンシップ等について充分整備されているか
③防災に対する体制は整備されているか

（７）学生の受入れ募集

①学生募集活動は適正に行われているか
②学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか
③学納金は妥当なものになっているか

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（８）財務

①中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか
②予算・収支計画は有効かつ妥当なものになっているか
③財務について会計監査が適正に行われているか
④財務情報公開の体制整備はできているか

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

　学生が質の高い実践的な職業教育を享受できるよう、学校運営の改善と発展を目指すため、中央工学校運営指針に則
り自己評価を実施する。
　実践的な職業教育を目的とした、自らの教育活動その他の学校運営について、社会のニーズを踏まえた目指すべき目
標を設定し、その達成の適切さ等について評価を行うことが目的となる。
　また、卒業生・企業・業界団体等の学校関係者を選任し、自己評価結果についての改善に向けた専門的な助言を受け、
組織的・継続的な改善を図る。

（３）教育活動

①教育理念に沿った教育課程の編成・実施方針が策定されているか
②各学科のカリキュラムは体系的に編成されているか
③授業評価の実施体制はあるか
④関連分野の企業等の連携により、カリキュラムの編成・見直し等が
行われているか
⑤成績評価及び進級・卒業判定の基準は明確になっているか
⑥教員資質向上の為の研修が行われているか

（４）学修成果

①就職率の向上が図られているか
②資格取得率の向上が図られているか
③卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか

（５）学生支援

①就職・進学に関する支援体制は整備されているか
②学生相談に関する体制は整備されているか
③学生に対する経済的な支援体制は整備されているか
④学生の健康管理を担う組織体制は整備されているか
⑤課外活動に対する支援体制は整備されているか
⑥保護者との連携は構築されているか

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標

①学校の教育理念・目的・育成人材像は定められているか
②学校における職業教育の特色はあるか
③社会のニーズを踏まえた学校の将来構想を抱いているか
④教育目標・育成人材像・特色・将来構想などが、学生・保護者・関係
業界等に周知されているか
⑤各学科の教育目標・育成人材像・特色は、業界のニーズに向けて
方向づけられているか

（２）学校運営

①目的等に沿った運営方針が策定されているか
②運営方針に沿った事業計画が策定されているか
③各規程等は整備されているか
④地域社会等に対するコンプライアンス体制が整備されているか
⑤教育活動に対する情報公開が適切になされているか
⑥情報システム化等により業務の効率化が図られているか



種別
教育関係
者

保護者

地域住民

企業等委
員
企業等委
員
企業等委
員
企業等委
員
企業等委
員

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

　学生が質の高い実践的な職業教育を享受できるよう、学校運営の改善と発展を目指すため、中央工学校運営指針に則
り自己評価を実施する。
　実践的な職業教育を目的とした、自らの教育活動その他の学校運営について、社会のニーズを踏まえた目指すべき目
標を設定し、その達成の適切さ等について評価を行うことが目的となる。
　また、卒業生・企業・業界団体等の学校関係者を選任し、自己評価結果についての改善に向けた専門的な助言を受け、
組織的・継続的な改善を図る。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
平成31年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期

（１０）社会貢献・地域貢献

①学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行ってい
るか
②学生のボランティア活動を奨励しているか
③地域に対する公開講座・教育訓練の受託等を積極的に実施してい
るか

（１１）国際交流

①留学生の受入れについて明確な方針を持って行っているか
②留学生の受入れ・在籍管理等について適切な手続きがとられてい
るか
③留学生の学習支援について、適切な体制が整備されているか

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）

URL：www.chuoko.ac.jp、平成31年2月に公表

小松原　学
職業訓練法人全国建設産業教育訓練協会
富士教育訓練センター校長

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

五明　早苗 北区名桜中学校　校長
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

静谷　雅人 株式会社静谷建築設計　代表取締役
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

星野　輝夫
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

髙濱　一雄 岸町一丁目町会　会長
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

大羽 りん
株式会社シー・コミュニケーションズ　代表取
締役

平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

島田　憲章 三星産業株式会社　取締役
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）

市川　利之 株式会社進興製作所 　常務取締役
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（２年）



（１１）その他

①保護者との連携
②専門学校との連携
③教育機関との連携
④防災対策の整備
⑤個人情報の保護

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法
URL：www.chuoko.ac.jp

（８）学校の財務

①資金収支計算書
②事業活動収支計算書
③賃借対照表
④収益事業（賃借対照表・損益計算書）
⑤監査報告書

（９）学校評価
①自己評価書・公表
②学校関係者評価・公表

（１０）国際連携の状況

（５）様々な教育活動・教育環境

①学生満足度の向上
・新入生アンケート
・学生による授業評価
・成績概況
②資格取得支援
③外部に対する情報公開
④新校舎建設に合わせた学校運営の整備

（６）学生の生活支援

①体育祭・飛鳥祭を中心とした楽しい学校づくり
②クラブ・同好会運営委員会によるクラブ活動
③生活指導主事を中心とした生活指導
④進学を含んだ適正な進路指導

（７）学生納付金・修学支援

①学生納付金（入学金・授業料・施設維持費・同窓会費）
入学時　1,290,000円　・　進級時　1,072,000円
②修学支援
学校法人中央工学校奨学金制度
新入生授業料減免制度

（２）各学科等の教育
①具体的方策
②各学科の重点管理項目
③外部に対する情報公開

（３）教職員

①教員資質の向上のため教員研修の充実
・新入職員研修
・中堅教職員研修
・教員研修
・留学生指導勉強会
・教職課程研修会
・校外研修

（４）キャリア教育・実践的職業教育

①実技・実習を中心とした職業教育への取り組み
②総合建設実習、総合測量実習による屋外実習
③企業等と連携した校内実習

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

　本校には平成19年10月に発足した中央工学校人材育成後援会がある。主要行事として定例役員会（9月）・定例総会
（10月）・新年講演会（1月）が行われるが、その際校長から学校概要・運営指針等を報告し、実務教育及び教員研修にお
ける連携について依頼する。
　また、各学期の節目となる時期を定め、各教育系による分科会を行い、関連する企業等及び外部講師への情報公開を
行い、意見聴取と必要な改善を行う。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画

①建学の目的
②基本的運営方針
③重点管理指針

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係
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○ 合宿研修
合宿研修を通して、集団規律の重要性を認識し、
時間厳守・整理整頓を心がけるとともに、協調性
を重んずる心構えと態度を養う。

1
後

(36) ○ ○ ○

○ 合宿研修
1年次の体験をもとに、規律の重要性を認識し、自
主性・積極性を生かした良識ある行動を重んずる
心構えと態度を養う。

2
前

(36) ○ ○ ○

○ PC情報処理

コンピュータの歴史、構造及び計算システムを学
習させ、その基礎や利用方法を理解させる。今後
の卒業制作等の図面及び計算書作成に、コン
ピュータを十分に活用できるよう学生個々のレベ
ルアップに配慮する。

1
後

21 ○ ○ ○ ○

○ 基礎力学
構造力学の基礎である構築物における力の流れと
解析方法を理解し、数値として把握できるように
なる。

1
通

39 ○ ○ ○ ○

○ 空間・住居論

空間・意匠を形成過程の中で捉え歴史から導かれ
る思想と概念また常識物を知り現在の空間デザイ
ンに取り込み生活空間のセンスをより一層養うこ
とを目指す。

1
前

18 ○ ○ ○

○ 室内様式史
美術とデザインの歴史や様々な実例の理解を通し
て、インテリアデザインの役割と可能性を考察す
る。

1
前

18 ○ ○ ○ ○

○ 一般構造
建物の主要構造を理解して納まり詳細と構造を考
え設計に結びつける。

1
前

18 ○ ○ ○

○ 建築材料
舞台美術を構成する為の外装材、内装材の種類、
性質、施工法を学習し、習得した知識を基に具体
的施工と使用について現場を見学し学ぶ。

1
通

78 ○ ○ ○

○
イベント業務
管理

「万国博覧会から町内の盆踊りまで」その目的や
対象、内容や規模など多岐に渡るイベント、多種
多様なイベント等は機能や基本的な構造には同じ
特質があるため、普遍的な基礎知識を学習するこ
とに留意する。

1
前

36 ○ ○ ○

○
インテリア計
画

インテリアを計画する上で必要な基礎知識並びに
住空間について習得させ、加えてインテリアエレ
メント・演習計画について習得する。

1
前

54 ○ ○ ○

○
美術・デザイ
ン概論

美術とデザインの歴史や様々な実例の理解を通し
て、デザインの役割と可能性を考察する。
意欲的な制作活動への意識作りを目的とする。

1
後

2
1

○ ○ ○ ○

授業科目等の概要

（工業専門課程　エンターテインメント設営科）平成31年度
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○ 家具様式

家具の全般的知識と歴史的様式デザインを理解さ
せ、家具の設計演習を行うことにより、家具のそ
れぞれ備えている機能等についての意義を習得さ
せる。

1
後

2
1

○ ○ ○ ○

○ 建築法規

建築・インテリアに関わる基本的な法規を理解さ
せ、設計やデザインに対する運用力を養う。ま
た、内装に関わる構法について理解させその応用
力を養う。

1
後

21 ○ ○ ○ ○

○ 設営機構概論
スタジオセットから野外コンサート等までの会場
設営、解体するにあたっての舞台計画概論を学
ぶ。

1
後

42 ○ ○ ○

○ 基礎製図
JIS規格製図法に則して記号やルールを習得し、設
計できるようになる。

1
通

117 ○ ○ ○ ○ ○

○ レンダリング

インテリアデザインを考える時の空間構成や形
態、色、質感、デザインを表現するために透視図
法、多種の着彩技法を学び、インテリアデザイン
のイメージや、自己の作品を第３者へ視覚伝達す
る能力を養うことを目的とする。

1
通

117 ○ ○ ○ ○

○ ＣＡＤ製図

実習を通しコンピュータの機能・基本操作を習得
し、ＣＡＤの操作・図面作成方法を理解する。ま
た、３D・ＣＧソフトにより、簡単な作品づくりを
通してコンピュータでの作品制作技術を習得させ
る。

1
通

117 ○ ○ ○

○ 舞台造作実習

舞台設営での特に大道具におけるパネル製作・絵
付け及び組み立て作業を企業からの講師指導の下
に学んでいく。また舞台機構や仕組みなど劇場作
業を通し学習する。

1
通

234 ○ ○ ○ ○ ○

○
舞台美術デザ
イン

舞台美術をVectorWorksにより表現、舞台構成を模
型として作り上げＰＣで処理する。

1
前

36 ○ ○ ○

○
ＴＶ美術デザ
イン

頭と手のフットワークを良くする訓練と幅広く
色々と経験し作品を完成させることを目標とす
る。

1
前

36 ○ ○ ○

○ 仮設安全管理
企業からの講師指導の下、イベントの仮設設営に
おける安全用語及び安全に仕事が行われるための
基礎知識と一般常識を学ぶ。

1
後

105 ○ ○ ○ ○ ○

○ 測量実習
イベントの仮設測量における安全用語及び安全に
仕事が行われるための基礎知識と一般常識を学
ぶ。

1
後

21 ○ ○ ○

○ 環境・設備

建築物における熱や湿気、空気、音、光による野
内環境を整える。公共建築に必要な知識を身につ
ける。また設備計画をする際は、電気や給排水、
衛生、ガス供給、空調、換気等の基礎的な知識を
習得する。

2
前

18 ○ ○ ○ ○

○ 建築施工
建築施工における基本を習得し、施工管理を通し
コンサートの仮設ステージ設営に必要な機材及び
施工図の基礎知識を学ぶ。

2
前

54 ○ ○ ○

○
ステージメカ
トロニクス

舞台装置家との打ち合わせで 舞台機構という特殊
な仕事に対してどのように デザイン意図を理解で
きるかメカトロニクスという舞台機構の考え方・
発想の仕方について習得する。

2
前

36 ○ ○ ○



○ CAD演習
実習を通しコンピュータの機能・基本操作を習得
し、ＣＡＤの操作・図面作成方法を理解する。

2
前

36 ○ ○ ○

○
照明・音響デ
ザイン計画

スタジオセットから野外コンサート等までの会場
設営に関係する舞台照明・音響計画概論を学ぶ。

2
前

36 ○ ○ ○ ○

○ 基礎製図
イベント設営に必要な図面の描き方、特に仮設足
場を用いた図面表現を企業からの講師指導のもと
学習する。

2
前

54 ○ ○ ○ ○

○ 舞台造作実習
舞台における小道具を発泡スチロール等で加工製
作する。また、舞台空間論を講義として取り入れ
る。

2
前

108 ○ ○ ○ ○ ○

○
舞台美術デザ
イン

アイデアを正確に相手に伝える表現法の確立（図
面、完成予想図、模型、3D等）とプレゼンテー
ションを実践する

2
前

54 ○ ○ ○

○
TV美術デザイ
ン

スタジオ内の使用方法、また大道具の発注方法等
番組ができるまでをTV番組の各ジャンルによる
セットデザインを行いながら学ぶ。

2
前

54 ○ ○ ○

○
コンサートス
テージデザイ
ン

コンサートステージのデザイン、特に大空間（野
外・アリーナ・ドーム等）に於ける仮設ステージ
のプランニングを、企業からの講師指導の下に実
習する。加えて、創造や表現、発表を実習する。

2
前

90 ○ ○ ○ ○

○ 卒業制作

社会事情とイベントの将来を考え、今まで学んで
きた知識や技術を最大限に活かし、各自が選択し
た卒業制作の計画やデザインを具体的に実現可能
な設営計画を留意し、企業からの講師指導の下に
様々な背景を基に問題点を提起し、提案制作す
る。

2
後

378 ○ ○ ○ ○

○ 校外設営実習

歌舞伎座舞台(株)、藤浪小道具(株)、金井大道具
(株)　等からの講師指導の下での実務作業を体験
することで、卒業制作の計画やデザインを具体的
に実現可能な設営計画とすることを目的とする。

2
後

252 ○ ○ ○ ○

○
国内研修（イ
ンテリア）

見学を通じて、実際のインテリア・建築空間を体
験し、合わせてその土地の文化・伝統を学習する
ことにより、今後の学習活動の一助とすることを
目的とする。

1
･
2
通

《36》 ○ ○ ○

○
海外研修（イ
ンテリア）

各方面の海外建築を見学し、その国の伝統や文
化、風習に触れることにより、幅広い知識や感性
を養うことを目的する。

1
･
2
通

《72》 ○ ○ ○

　　　34科目合計 2520単位時間(   単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等
　所定の修業年限以上を在学し、定める教育課程を履修した者は学習評価の上、
卒業を認定する。

１学年の学期区分 2期
１学期の授業期間 20週

（留意事項）
１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。


